
 

 
                           平成 22 年 1 月 13 日 

各 位 
                                  上場会社名   株式会社クイック 
                                  代表者名    代表取締役社長  和納 勉 
                                  （コード番号    ４３１８） 
                                  問合せ先責任者 常務取締役管理本部長兼経理部長 
                                                  藤原 功一 
                                  （TEL      ０６-６３７５-００６１） 
 

連結子会社との合併(簡易合併・略式合併)に関するお知らせ 
 

  当社は、平成 22 年 1月 13 日開催の取締役会において、平成 22 年 4 月１日付けで下記のとおり当社の連結 

子会社である株式会社クイック・エリアサポートを吸収合併することを決議いたしましたので、お知らせいたし

ます。 

 なお、本合併は 100%子会社の吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示しております。 

 

記 

１． 合併の目的 

 当社は、平成 17 年にアルバイト・パートを中心とした求人広告代理業務に特化するため株式会社クイック・エ

リアサポートを設立しました。営業資産をリテールマーケットに集中することで業績は順調に伸びてまいりまし

たが、今般未曾有の経済・経営環境の激変に直面したほか、正社員募集とアルバイト・パートの採用媒体の境界

がなくなるなど当社のリクルーティング広告事業の再構築の目的のため一体運営が望ましいと判断し合併を決議

しました。 

２．合併の要旨 

 (1) 合併の日程(予定) 

   合併契約承認取締役会  平成 22 年 1 月 13 日 

   合併契約締結      平成 22 年 1 月 13 日 

   合併期日(効力発生日)  平成 22 年 4 月 １日  

   

  (注)本合併は、当社においては会社法第 796 条第 3 項に規定する簡易合併であり、株式会社クイック・エリ

アサポートにおいては会社法第 784 条第 1 項に規定する略式合併であるため、それぞれ合併契約承認株

主総会を開催いたしません。 

 (2)合併方式 

  当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社クイック・エリアサポートは解散いたします。 

 (3)合併に係る割当ての内容 

  当社は株式会社クイック・エリアサポートの全株式を所有しておりますので、本合併による新株式の発行 

及び資本金の増加ならびに合併交付金の支払はありません。 

 

 (4)消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

  該当事項はありません。 

 



３.合併当事会社の概要 

(1)  商 号 
株式会社クイック 

（存続会社） 

株式会社クイック・エリアサポート 

（消滅会社） 

(2)  事 業 内 容 リクルーティング広告事業、人材サービ

ス事業、情報出版事業、IT 関連事業 

リクルーティング広告事業 

(3)  設 立 年 月 日 昭和 55 年 9月 30 日 平成 17 年４月１日 

(4)  本 店 所 在 地 大阪市北区中津１丁目 11 番 1号 

中津センタービル 

大阪市北区中津１丁目 11 番 1号 

 

(5)  代表者の役職・氏名 代表取締役社長 和納 勉 代表取締役社長 中島 宣明 

(6)  資 本 金 の 額 351 百万円  30 百万円 

(7)  発 行 済 株 式 数 19,098,576 株  600 株 

(8)  純    資       産 1,812 百万円（連結) 86 百万円（単体) 

(9)  総 資 産 3,202 百万円（連結) 120 百万円（単体) 

(10) 決 算 期 3 月 31 日 3 月 31 日 

(11) 大株主及び持株比率 

（平成 21 年 9 月 30 日現在）

和納 勉 25.7％ 

有限会社アトムプランニング 7.2％ 

中島 宣明 6.0％ 

クイック従業員持株会 5.5％ 

大善 彰総 3.2％ 

株式会社クイック 100.0％ 

 (注) 特記以外は平成 21 年 3月 31 日現在の数値であります。 

 

４. 合併後の状況 

 合併後の当社の商号、事業内容、本店所在地、代表者、資本金及び決算期についての変更はありません。 

５．今後の見通し 

  当該合併による当社グループの連結業績への影響につきましては、軽微であります。 

以上 

 


